
鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察
１．はじめに　近年，地方自治体の財政調整基金残高の著しい増加が国政の場等で問題視されてきた１。これを受けて2017年に行われた総務省自治財政局の調査では，都道府県と市町村を合わせた財政調整基金残高が2006年度から16年度までに３兆4,521億円増加したことが示された２。　財政調整基金とは，景気悪化によって生じた財源不足や，災害等の突発的な財政需要の増大等の短期的な財源対策のために活用される財源である。そのため，そのほとんどが流動性の高い現金や預金で保有されている。一般的に，経済主体が機会費用（利子収入等）を払ってでも，流動性の高い現金や預金を保有する動機には，将来の流動性制約や資金調達制約の回避及びリスク回避志向等がある。つまり，不確実性の下で，流動性の高い現金・預金を保有すること（予備的動機）には一定の合理性がある。　同様に，地方自治体が機会費用を払ってでも流動性の高い現金・預金を保有する動機にも，災害等による財政需要の増大や税収等の変動によって生じる将来の予算制約の緩和やリスク回避志向が影響していると考えられる３。 　しかしながら，近年の財政調整基金の急激な積み増しが，地方自治体の将来の予算制約の回避志向やリスク回避志向が過度に増大したためであるならば，国民経済的観点からみて，合理
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 ＊ 本研究はJSPS科研費18K01646の助成を受けたものである。
 † 新潟大学経済学部准教授
 １ 経済財政諮問会議での議論を受けて，「経済財政運営と改革の基本方針2017」では，「地方公共団体の基金について，総務省は，各地方公共団体における財政状況の調査の一環として調査し，団体による積立金の現在高や増加幅の程度の差異を含め，その増加の背景・要因を把握・分析する」と記された。
 ２ 総務省自治財政局（2017）は，都道府県，市町村及び一部事務組合及び広域連合の（東日本大震災分を除く）財政調整基金，減債基金及び特定目的基金を対象として，2006年度末と16年度末の残高の状況，今後の中期的（３～５年）な増減見込み及び積立の方策，さらに，財政調整基金については，その積立の理由と積立の考え方を調査した。同調査によれば，2006年度から16年度末までの10年間で積立金総額は58.4％（７兆9,439億円）増加し，都道府県では80.0%（３兆1,004億円），市町村（特別区及び一部事務組合等を含む）では49.8%（４兆8,435億円）増加した。そのうち，財政調整基金は58.4%（３兆4,521億円）増加し，うち都道府県では113.1%（8,277億円），市町村では78.6%（２兆6,245億円）増加した。特に，市町村の財政調整基金は３基金のなかで最も大きく増加した。また，財政調整基金残高の増加（３兆4,521億円）のうち，「将来の歳入減少・歳出増加への備え」が３兆364億円分，「普通交付税の合併算定替による特例処置の適用期限終了への備え」が4,157億円であった。
 ３ 実際に，総務省自治財政局（2017）によれば，財政調整基金を積立てる１番目の理由として，都道府県では，「景気の動向による法人関係税等の変動」，「災害」の順に高く，市町村では，「公共施設等の老朽化対策等に係る経費の増大」，「災害」の順に高かった。



新潟大学　経　済　論　集的な水準以上に，機会損失をもたらしている可能性がある。それにもかかわらず，地方自治体が保有する財政調整基金の合理的な水準についての議論は皆無である。　したがって，本稿は，「平成の大合併」前後の約20年間の地方自治体の財政調整基金の積立てと取崩しの実態を明らかにしたうえで，財政調整基金残高の合理的な水準を探ることを目的としている。　本稿の構成は以下の通りである。２節では，過去20年間における都道府県と市区町村の財政調整基金残高の実態を明らかにする。３節では，財政調整基金残高の合理的水準を検証するために，地方自治体の短期（単年度）と中期（３年度）の財政運営において，標準財政規模比でどの程度の財政調整基金が取り崩され，また財政調整基金残高が変動したかを過去20年間の決算データから明らかにする。最後に，４節では，本稿のまとめと課題を述べる。
２．過去20年間の財政調整基金残高の実態　第２節では，過去20年間における地方自治体別の財政調整基金残高の実態を標準財政規模比で明らかにする。
2-1．財政調整基金　財政調整基金は，地方財政法と地方自治法に法的根拠が定められおり，地方自治体は地方自治法第241条第１項の規定に基づき財政調整基金条例を制定し，（a）予算で定める額を基金として積み立てる，（b）決算上剰余金が生じたときに基金に編入する，ことになっている。すなわち，地方自治体の財政調整基金残高には，以下の関係が成立している。　　　財政調整基金残高＝　　　　前期の財政調整基金残高　　　＋（財政調整基金の積立―基金の取崩）　＋　決算剰余金の一部　上式の右辺２項と右辺３項はそれぞれ上述の（a）と（b）に該当しており，（a）は予算で定める額が財政調整基金として積み立てられるか取り崩されること，（b）は決算剰余金（形式収支黒字）のうち，翌年度に繰り越されなかった部分が財政調整基金として積み立てられることを示している。（b）の決算剰余金については，それを財政調整基金に積み立てて保有するか，実質収支黒字額として翌年度に繰り越すかどうかの選択は各自治体の裁量に委ねられている４。 
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 ４ そのため，自治体にとって，財政調整基金と実質収支黒字額とは同等の財源とみなすことができ，共に短期的な財政需要の変動に対する財政的余力を示している。したがって，各自治体の短期的な財政余力を示す財政指標として，財政調整基金残高だけでなく，財政調整基金に実質収支額を加えた修正実質収支額を考慮することもできる。



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察　以下では，「平成の大合併」の前後を含む1996年度から2016年度までの約20年間の地方自治体別の財政調整基金に関連する決算データを用いて，都道府県と市区町村の財政調整基金残高の実態を市町村合併，財政力及び高齢化率との関係から明らかにする。都市については，「政令指定都市・中核市・特例市」と「一般市」に区分し，さらに一般市は人口10万人以上と10万人未満の都市に区分している。ただし，特定被災地方公共団体に指定された市町村の2010年度以降のデータと財政再生団体である夕張市はサンプルから除いている。なお，本稿で用いた地方自治体の決算データは，「財政状況資料集」，「決算カード」，「地方財政状況調査個別データ」及び「市町村別決算状況調」より得た。
2-2．地方自治体別財政調整基金残高（標準財政規模に対する比率）の推移　図表１は1996年度から2016年度までの都道府県，市区町村別の財政調整基金残高の標準財政規模に対する比率（以下，財政調整基金比率）の平均値の推移をまとめたものである５。 茨　都道府県　都道府県の財政調整基金比率の平均値は，2009年度まで２%前後で推移したが，10年度以降上昇し，14年度以降は４%超となった。 芋　東京特別区　東京特別区の財政調整基金比率は90年代半ばから既に高水準であったが，2001年度以降10%を超え，07年度には20%超，14年度以降は30%超に拡大した。 鰯　都市　①　政令市・中核市・特例市　政令市・中核市・特例市の財政調整基金比率は，1996年度以降４％台から７％台の範囲で推移したが，11年度以降急上昇して，14年度以降は10％超になった。 　②　一般市　一般市の財政調整基金比率は，1996年度以降７％台から11％台の範囲で推移したが，2010年代に入って急上昇して，14年度以降は20％超になった。允　町村　町村の財政調整基金比率は，1990年代後半で15％程度と高水準であったが，2008年度以降さらに拡大し，11年度には30％超，15年度には40％超になった。
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 ５ サンプルサイズは補表１を参照。
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図表１．地方自治体区分別財政調整基金比率の推移

図表２．合併団体・非合併団体別財政調整基金比率の推移
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

1996 97 98 99 2000 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

���� ���	
 ��
���
���
 ��
 �� ��

����

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

1996 97 98 99 2000 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

���� ���� ����� ����� ��

����



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察
2-3．市町村合併との関係　図表２は，1996年度から2016年度までの合併・非合併別の財政調整基金比率の平均値の推移をまとめたものである６。 　図表２から，第１に，合併と非合併を比較すると，合併自治体の財政調整基金比率の平均値は非合併自治体よりも大きく増加したことがわかる。合併都市では2007年度の11.7％から2016年度には23.1％へと11.4％ポイント上昇したのに対して，非合併都市では9.3％から16.4％へと
7.1％ポイントの上昇に止まった。合併町村も2007年度の17.2％から2016年度には43.8％へと
27.2％ポイント上昇したのに対して，非合併町村では23.3％から41.3％へと19.6％ポイントの上昇に止まった。　特に，町村では財政調整基金の水準がもともと非合併町村のほうが高かったが７，2016年度において合併町村が非合併町村の水準を上回った（合併町村の平均値：43.8％，非合併町村の平均値：41.3％）。これには，宮下・鷲見（2017a）が明らかにしているように，合併町村が合併算定替の特例期限切れを前に合併算定替によって増加した地方交付税を積極的に財政調整基金に積み立てたことが考えられる８。　第２に，合併の有無に関係なく，市町村財政全体として財政調整基金残高の水準が引き上げられたが，町村は都市よりも大きく財政調整基金残高の水準を引き上げたことがわかる。これは財政基盤が脆弱である町村ほど交付税等の削減を警戒して財政調整基金の水準を引き上げた可能性がある。
2-4．高齢化との関係　図表３は，2010年度と2015年度の都市と町村の財政調整基金比率と高齢化率との関係を示したものである９。 茨　都市　都市の場合，2010年度時点では財政調整基金比率と高齢化率との間にはわずかな右上がりの関係（〇破線）がみられたが，2015年度時点では，高齢化率が30％台から40％台へと上昇するにつれて，財政調整基金比率が上昇することがみてとれる（●実線）。芋　町村　町村の場合，2010年度時点では，財政調整基金比率と高齢化率との間には緩やかなU字型
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 ６ サンプルサイズは補表２を参照。
 ７ この理由として，財政力が高く，財政調整基金残高の水準が高かった町村が合併に消極的であったことが挙げられる。
 ８ 市町村の財政調整基金の積立要因に関する定量分析には，さらに足立・赤井・石川（2017）と宮下・鷲見（2017b）がある。
 ９ 詳細は補表３を参照。高齢化率は「国勢調査」。



新潟大学　経　済　論　集の関係（△破線）がみられたが，2015年度時点では，すべての高齢化率で財政調整基金比率の水準が上昇し，U字型が明確になった（▲実線）。U字型の左端の高齢化率が低い町村には，大都市周辺で企業立地があって財政力があり，若年層の流入もある町村が存在すると考えられる。右端の高齢化率が高い町村には，高齢化の進展が著しいため，将来の財政制約の緩和のために，財政調整基金の水準を引き上げた町村が存在すると考えられる。

2-5．財政力指数との関係　図表４は，1996年度，2006年度及び2016年度の市町村の財政調整基金比率と財政力指数との関係を示したものである10。 　財政調整基金比率と財政力指数にはU字型の関係があり，財政力指数が最も低いグループと最も高いグループで財政調整基金比率が高いことが確認できる。1996年度時点（〇破線）と2006年度（△実線）では大きな差がみられないが，2016年度（□実線）ではすべての財政力指数の水準で財政調整基金比率が上昇し，特に財政力指数が低い市町村で大きく上昇した。
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図表３．財政調整基金比率と高齢化率の関係
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 10 サンプルサイズとデータの詳細は補表４ （a），４ （b） を参照。



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察

2-6．財政調整基金の運用状況　図表５は，1996年度から2016年度までの地方自治体区分別の財政調整基金の現金・預金保有割合の記述統計量を示したものである。　財政調整基金の現金・預金保有割合の平均値は，都道府県では95.1％，東京特別区では81.5％，都市全体では94.8％，町村では98.3％であり，特別区で若干低いものの，平均して95％かそれ以上の財政調整基金が流動性の高い現金・預金で保有されてきたことがわかる。都市区分別にみても，政令市・中核市・特例市では90.8％，一般市では95.2％であり，小規模自治体ほど，現金・預金で保有される割合が高い傾向が確認できる。
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図表４．財政調整基金比率と財政力指数の関係
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最大値最小値標準偏差平均値自治体数 100.000.0017.1395.05955都道府県 100.000.2326.3081.51479東京特別区 100.000.0016.9194.7614,732都市 100.000.0023.1090.811,596政令市・中核市・特例市 100.000.0015.9395.2413,136一般市 100.000.0020.3493.113,33610万人超 100.000.0014.0595.969,80010万人未満 100.000.008.5798.3032,963町村　注：財政調整基金残高のうち，現金・預金によって運用されている割合。単位：％。
図表５．財政調整基金の現金・預金保有割合の記述統計量（1996-2016年度）



新潟大学　経　済　論　集
３．財政調整基金の取崩し状況　第３節では，地方自治体の短期（単年度）と中期（３年度）の財政運営において，標準財政規模比でどの程度の財政調整基金が取り崩され，財政調整基金残高が変動したかを過去20年間の決算データから明らかにすることで，財政調整基金残高の合理的水準について考察する11。
3-1．地方自治体区分別財政調整基金の取崩状況　図表６は，地方自治体区分別の財政調整基金の取崩し額の標準財政規模に対する比率（財政調整基金取崩比率）の分布（単年度）を示している12。ただし，前年度に財政調整基金を保有していない自治体はサンプルから除いている。茨　都道府県　1996年度から2016年度までの都道府県（954サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の36.0%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の94.3%が発生し，３%未満で98.1%に達する。芋　東京特別区　1996年度から2016年度までの東京特別区（478サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の47.7%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の71.3%が発生している。取崩しの発生割合が90%に到達するのは５%未満，95%に到達するのは７%未満である。鰯　都市　1996年度から2016年度までの都市（14,727サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の43.8%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の70.1%が発生している。発生割合が90%に到達するのは５%未満，95%に到達するのは７%未満である。　①　政令市・中核市・特例市　1996年度から2016年度までの政令市・中核市・特例市（1,483サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の42.1%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで
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 11 総務省自治財政局（2017）が財政調整基金の積立ての考え方について調査した結果（複数回答可），都道府県では「過去の取崩実績（災害等）から必要と考えられる額」（34.0%），「決算状況を踏まえ,可能な範囲での積立て」（34.0%）,「標準財政規模等の一定割合」（31.9%），市町村では「決算状況を踏まえ,可能な範囲での積立て」（76.0%），「標準財政規模等の一定割合」（24.2%），「過去の取崩実績（災害等）から必要と考えられる額」（16.0%）の順に回答が多かった。
 12 Kolmogorov-Smirnov検定（以下，KS検定）は，２群の分布に有意な違いが存在するかどうかを確認するために用いられる。KS検定の結果，都道府県と都市，都道府県の町村，都市と町村のそれぞれの財政調整基金取崩比率の分布は有意に異なることが示された。



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察全体の79.8%が発生している。発生割合が90%に到達するのは４%未満，95%に到達するのは５%未満である。　人口規模の大きい都市のなかで，取崩比率が最も大きかったのは，2009年度の豊田市の
16.7%であった。もともと法人税収に大きく依存していた豊田市では，リーマンショック後の世界的な自動車販売の減少によりトヨタ自動車を中心に域内企業の業績が大きく悪化したため，法人住民税収入が激減して，前年度末に334億円あった財政調整基金を210億円取崩した13。ただし，それでも2009年度末の財政調整基金残高は177億円であり，標準財政規模比では22.1％から13.9％に低下したにすぎなかった。その後2013年度まで4年連続して財政調整基金を標準財政規模の７%から10％程度取崩したが，財政調整基金残高比率は
2013年度末で12.2％であった。　②　一般市　1996年度から2016年度までの一般市（13,244サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の44.0%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の69.0%が発生している。発生割合が90%に到達するのは５%未満，95%に到達するのは７%未満である。　一般市のうち，人口10万人超の都市（3,448サンプル）のうち財政調整基金の取崩がない割合は全体の39.9%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の71.8%が発生している。発生割合が90%に到達するのは５%未満，95%に到達するのは６%未満である。　一般市のうち，人口10万人未満の都市（9,796サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の45.4%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の68.1%が発生している。発生割合が90%に到達するのは６%未満，95%に到達するのは７%未満である。　取崩しが大きい都市（標準財政規模の20%超）についてみると，合併年度に財政調整基金を大きく取り崩している団体が2003年度から2005年度に確認された14。允　町村　1996年度から2016年度までの町村（32,967サンプル）のうち財政調整基金の取崩しがない割合は全体の33.9%である。標準財政規模の２%未満までの取崩しで全体の72.1%が発生している。発生割合が90%に到達するのは６%未満，95%に到達するのは８%未満である。町
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 13 豊田市の法人住民税法人税割の税収額は市税収の１／３程度あり，2007年度の482億円，08年度の372億円から，09年度には25億円となり，前年度から350億円程度減少した。
 14 これは財政コモンプール問題が発生している可能性を示唆している。合併予定自治体が合併前に地方債を増発し，その負担を合併後自治体へフリーライドする行動を実証分析した研究は複数存在するが，宮下・鷲見（2016）は，合併後の自治体間で積立金が共有されてしまう前に，合併予定自治体が積立金を取崩してしまい，純債務負担を合併後自治体に転嫁するインセンティブが存在するかどうかを検証した。その結果，財政調整基金では確認されなかったが，特に合併前町村では有意に特定目的基金が減少していたことが確認された。



新潟大学　経　済　論　集村の場合，最大で標準財政規模の50％を超える財政調整基金を取り崩している。　取崩しが大きい町村（標準財政規模の40%超）についてみると，合併前の年度に大きく取り崩した団体が2003年度と04年度に確認された。また，2010年度以降では財政調整基金から特定目的基金への移し替えによって，財政調整基金を取り崩した町村15と新校舎や新庁舎の建設のために，大きく取り崩した町村が確認された16。68 第106号　2018－Ⅱ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 15 つまり，基金の名称が財政調整基金から特定目的基金に変更されただけで，全体の基金残高には変化がないが，決算上は財政調整基金の取崩として処理されるため，このようなケースが現れた。たとえば，北海道神恵内村，北海道上ノ国町，北海道上砂川町，北海道新十津川町，愛知県飛島村等である。
 16 たとえば，大阪府能勢町，奈良県山添村等である。

町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 33.9445.4139.8543.9642.0843.7747.7035.95取崩無 27.7211.7317.2913.1823.8714.2513.8148.01０～１%未満 10.4010.9214.6211.8813.8912.099.8310.17１～２%未満 7.839.5710.329.769.049.699.413.88２～３%未満 5.587.126.967.074.596.825.650.94３～４%未満 3.835.024.444.872.974.684.390.52４～５%未満 2.783.402.473.161.552.992.510.42５～６%未満 1.972.301.282.030.811.912.090.10６～７%未満 1.371.421.021.310.401.221.050.00７～８%未満 0.950.960.730.900.340.840.840.00８～９%未満 0.790.580.230.490.340.480.630.00９～10%未満 1.841.270.701.120.071.011.670.0010～15%未満 0.510.210.120.190.070.180.420.0015～20%未満 0.280.070.000.050.000.050.000.0020～25%未満 0.140.020.000.020.000.010.000.0025～30%未満 0.040.010.000.010.000.010.000.0030～35%未満 0.020.000.000.000.000.000.000.0035～40%未満 0.010.000.000.000.000.000.000.0040～45%未満 0.010.000.000.000.000.000.000.0045～50%未満 0.010.000.000.000.000.000.000.0050%以上 100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00計　注：１．第１列目は，財政調整基金取崩額の標準財政規模比率のレンジ。　　　２．第２列目以降は自治体区別分布。単位：％。ただし，残高がゼロの自治体を除く。　　　３．サンプルサイズ（自治体数）は，補表６を参照。

図表６．地方自治体別財政調整基金取崩比率の分布（1996-2016年度）



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察
3-2．地方自治体区分別財政調整基金残高差分の分布（単年度）　図表７は，地方自治体区分別の財政調整基金残高の前年度末と当該年度末の差分の標準財政規模に対する比率（財政調整基金差分比率）の単年度の分布を示している17。ただし，前年度に財政調整基金を保有していない自治体はサンプルから除いている。差分とは，２節の財政調整基金残高の定義式の通り，取崩しだけでなく積み立て等を行った結果としての，当該年度における財政調整基金残高の変化の大きさを示している。茨　都道府県　図表７より単年度でみた場合，1996年度から2016年度までの都道府県（954サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナス，つまり残高が減少したのが全体の47.9％である。最頻値は標準財政規模の１％未満の増加（全体の44.2％）であり，次いで１％未満の減少が
41.6％と頻度が高い。最も大きく減少したのは，－７～－６％未満（1997年度の東京都）である。芋　東京特別区　1996年度から2016年度までの東京特別区（478サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが全体の27.4％しかなかった。最頻値は標準財政規模の１％未満の増加（全体の24.5％）であり，次いで２％以上３％未満の増加が14.0％と頻度が高い。減少領域では，１％未満の減少10.5％で最も多く，最も大きく減少したのは，－20～－10%未満であり20年間で６回存在した。鰯　都市　1996年度から2016年度までの都市（14,727サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが，全体の33.9％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の32.7％）であり，次いで１%未満の減少が14.6％と頻度が高い。最も大きく減少したのは，－30～－20%未満である。　①　政令市・中核市・特例市　1996年度から2016年度までの政令市・中核市・特例市（1,483サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが全体の34.2％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の43.6％）であり，次いで１%未満の減少が20.6％と頻度が高い。最も大きく減少したのは，－20～－10%未満であり，2009年度の豊田市の－12.3％である。
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 17 KS検定の結果，都道府県と都市，都道府県の町村，都市と町村のそれぞれの財政調整基金差分比率の分布は有意に異なることが示された。
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　②　一般市　1996年度から2016年度までの一般市（13,244サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが全体の33.9％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の31.5％）であり，次いで１%未満の減少が13.9％と頻度が高い。最も大きく減少したのは，－30～－20%未満である。　人口10万人超の一般市（3,448サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが，全体の35.9％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の36.0％）であり，次いで１%未満の減少が16.7％と頻度が高い。最も大きく減少したのは，－20～

70 第106号　2018－Ⅱ
町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.010.000.000.000.000.000.000.00～－50%未満 0.030.000.000.000.000.000.000.00－50～－40%未満 0.050.000.000.000.000.000.000.00－40～－30%未満 0.190.040.000.030.000.030.000.00－30～－20%未満 1.580.390.120.320.130.301.260.00－20～－10%未満 0.440.200.090.170.000.160.000.00－10～－９%未満 0.550.210.090.180.130.180.420.00－９～－８%未満 0.720.400.290.370.130.350.630.00－８～－７%未満 1.130.670.380.600.070.540.000.10－７～－６%未満 1.541.000.750.940.340.880.630.00－６～－５%未満 2.181.880.841.610.541.501.460.21－５～－４%未満 3.212.842.702.800.882.612.510.31－４～－３%未満 4.624.945.084.983.174.794.601.26－３～－２%未満 6.567.618.827.928.167.945.444.40－２～－１%未満 11.1412.9616.7113.9420.6314.6110.4641.61－１～０%未満 27.7229.9235.9631.4943.5632.7124.4844.23０～１%未満 10.4013.2212.7913.1112.8113.0811.924.82１～２%未満 7.839.167.318.686.208.4314.021.47２～３%未満 5.585.973.975.451.695.077.320.52３～４%未満 3.833.361.832.960.472.715.020.73４～５%未満 2.781.901.191.710.611.602.720.21５～６%未満 1.971.250.521.060.130.962.930.10６～７%未満 1.370.700.320.600.200.560.840.00７～８%未満 0.950.440.000.320.000.290.840.00８～９%未満 0.790.340.060.260.070.240.840.00９～10%未満 2.350.570.200.480.070.431.260.0010～20%未満 0.420.020.000.020.000.010.210.0020～30%未満 0.060.010.000.010.000.010.210.0030～40%未満 0.020.000.000.000.000.000.000.0040～50%未満 0.010.000.000.000.000.000.000.0050%以上 100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00計　注：１．第１列目は，財政調整基金取崩額の標準財政規模比率のレンジ。　　　２．第２列目以降は自治体区別分布。単位：％。ただし，残高がゼロの自治体を除く。　　　３．サンプルサイズ（自治体数）は，補表７を参照。

図表７．地方自治体別財政調整基金差分比率（単年度）の分布（1996-2016年度）



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察－10%未満である。　人口10万人未満の一般市（9,796サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが，全体の33.2％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の
29.9％）であり，次いで２％以上３%未満の増加が13.2％と頻度が高い。マイナス領域では，１%未満の減少が13.0％で最も多く，最も大きく減少したのは，－30～－20%未満である。

 允　町村　1997年度から2016年度までの町村（32,967サンプル）のうち，財政調整基金残高の差分がマイナスになったのが全体の33.9％である。最頻値は標準財政規模の１%未満の増加（全体の27.7％）であり，次いで１%未満の減少が11.1％と頻度が高い。財政調整基金の標準財政規模の50%を超える減少を経験した町村が４団体あり，最大は2004年度の愛媛県伊方町の－
131.4％（財政調整基金取崩比率は131.5％）である。ただし，この減少の多くは，前年度と比較して39億円程度の財政調整基金が減少する一方で，特定目的基金が26億円程度増加したことから，特定目的基金に移し替えたためであると推察される18。このように財政力が豊かな団体ほど，豊富な財政調整基金残高を他の特定目的基金に移し替えており，財政調整基金残高の変動が大きいという点に注意が必要である。

3-3．地方自治体区分別財政調整基金残高差分の分布（３年度合計）　図表８（a）と（b）は，それぞれ地方自治体区分別の財政調整基金差分比率の単年度と３年度合計の分布のマイナス領域のみを示している。以下では，３年度合計の分布をみることによって，中期的な財政運営のための財政調整基金の合理的な水準を考察する19。 茨　都道府県　都道府県では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の48.7％である。標準財政規模の５%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.1％，３年度合計でみても0.11％しかない。芋　東京特別区　東京特別区では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の28.2％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか1.75％，３年度合計でみても1.60％しかない。
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 18 また，2016年度の愛知県飛島村の財政調整基金差分比率は－82.1％（財政調整基金取崩比率は82.4％）であったが，これは特定目的基金（地域整備基金）への移し替えを行ったためである。
 19 図表８ （b） の詳細は，補表８を参照。



新潟大学　経　済　論　集鰯　都市　都市では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の35.7％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.33％，３年度合計でみても
1.45％しかない。　①　政令市・中核市・特例市　３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の37.9％であり，標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.13％，３年度合計でみても0.32％しかないこと，標準財政規模の５%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.81％，３年度合計でみても2.23％しかないことがわかる。　②　一般市　一般市では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の35.4％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.35％，３年度合計でみても1.61％しかない。　人口10万人超の一般市では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の39.2％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.12％，３年度合計でみても0.87％しかない。　人口10万人未満の一般市では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の34.1％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，単年度ではわずか
0.43％，３年度合計でみても1.86％しかない。允　町村　町村では，３年度合計の場合，財政調整基金残高が減少した割合は全体の34.4％である。標準財政規模の10%を超える残高の減少は，町村は都市よりも高く，単年度では1.85％，３年度合計でみても4.58％である。標準財政規模の20%を超える残高の減少は，単年度ではわずか0.28％，３年度合計でみても1.02％しかない。　３年間という期間をとってみても，分析期間において，都道府県では99%超の確率で５%を超える減少は無かったことがわかる。都道府県では，財政調整基金残高の減少割合が市区町村と比較して高いものの，標準財政規模の１%未満の減少にそのほとんどが集中している。　市区町村をみると，分析期間において，東京特別区では，98%程度の確率で10%を超える減少は無かったこと，都市では大都市の人口規模に関係なく，98%程度の確率で10%を超える減少は無かったこと，町村では95％程度の確率で10%を超える減少は無く，99%程度の確率で20%を超える減少は無かったことがわかる。
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3-4．地方自治体区分別財政調整基金残高の合理的水準と実態との比較　ここでは，中期（３年度）の財政運営を想定し，財政調整基金残高の差分の３年度合計から，各地方自治体別の財政調整基金残高の合理的な保有水準を，財政調整基金残高が急激な増加に転じる前の2008年度と後の2016年度を評価時点として考察する。図表９（a）と（b）は，2008年度と16年度の地方自治体区分別財政調整基金比率の分布を示している。茨　都道府県　都道府県では，2008年度と2016年度で共に，57.5％の都道府県（27団体）で財政調整基金残高が標準財政規模の１～５%未満であり，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，
2008年度では4.3％（２団体），2016年度では29.8％（14団体）が５％以上で，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。
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町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.040.000.000.000.000.000.000.00～－40%未満 0.050.000.000.000.000.000.000.00－40～－30%未満 0.190.040.000.030.000.030.000.00－30～－20%未満 1.580.390.120.320.130.301.260.00－20～－10%未満 4.382.491.602.260.672.101.670.10－10～－５%未満 16.5617.2617.4317.3112.7416.8514.026.18－５～－１%未満 11.1412.9616.7113.9420.6314.6110.4641.61－１～０%未満 33.9433.1535.8533.8534.1933.8827.4147.90０%未満

　注：１．(a)(b)はそれぞれ財政調整基金残高の単年度差と３年度合計の標準財政規模比率。　　　２．単位：％。「０％未満」はマイナス部分の分布の合計値。ただし，残高がゼロの自治体を除く。　　　３．(a)(b)の詳細はそれぞれ，図表７と補表８を参照。

図表８ （a）．財政調整基金差分比率（単年度）の分布（マイナス部分のみ）

町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.140.000.000.000.000.000.000.00～－40%未満 0.200.000.000.000.000.000.000.00－40～－30%未満 0.690.120.030.090.000.080.230.00－30～－20%未満 3.551.740.841.510.321.371.370.00－20～－10%未満 6.985.874.675.571.915.134.350.11－10～－５%未満 15.2716.9721.1818.0519.7718.2513.5011.53－５～－１%未満 7.589.4112.4410.1915.8810.868.7037.07－１～０%未満 34.4134.1139.1735.4037.8835.7028.1548.71０%未満

図表８ （b）．財政調整基金差分比率（３年合計）の分布（マイナス部分のみ）



新潟大学　経　済　論　集芋　東京特別区　特別区についてみると，2008年度では， 30.4％の特別区（７団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2016年度では，すべての団体が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。特に，50％以上100％未満が２団体，100％以上が１団体存在する。鰯　都市　都市全体についてみると，2008年度では，32.5％の都市（782団体のうち254団体）が５％～
10％未満，2016年度では16.1％の都市（704団体のうち，113団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2008年度では44.8％（350団体）の都市が，
2016年度では78.1％（550団体）の都市が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。 　①　政令市・中核市・特例市　2008年度では34.3％の都市（99団体のうち34団体），2016年度では27.4％の都市（95団体のうち26団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2008年度では24.2％（24団体）の都市が，2016年度では52.6％（50団体）の都市が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　②　一般市　2008年度では34.3％の一般市（683団体のうち220団体），2016年度では14.3％の一般市（609団体のうち87団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2008年度では47.7％（326団体）の一般市が，2016年度では82.1％（500団体）の一般市が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　人口10万人超の一般市についてみると，2008年度では36.6％の一般市（164団体のうち60団体），2016年度では21.6％の一般市（139団体のうち30団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2008年度では37.2％（61団体）の一般市が，
2016年度では72.7％（101団体）の一般市が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　人口10万人未満の一般市についてみると，2008年度では30.8％の一般市（519団体のうち
160団体），2016年度では12.1％の一般市（470団体のうち57団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性がある。一方，2008年度では51.1％（265団体）の一般市が，2016年度では84.9％（399団体）の一般市が10％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。允　町村　町村についてみると，2008年度では，33.8％の団体（994団体のうち336団体）が10～20%
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鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察未満，2016年度では16.1％の団体（838団体のうち135団体）が５％～10％未満で，合理的水準に収まっていた可能性があるが，2008年度では43.5％（432団体）の団体が，2016年度では
78.9％（661団体）の団体が20％以上であり，合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。
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町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.301.541.831.612.021.660.004.26０% 1.012.891.222.4911.113.580.0034.04０～１%未満 6.4413.6823.1715.9628.2817.520.0057.45１～５%未満 14.9930.8336.5932.2134.3432.4830.432.13５～10%未満 33.8034.6829.2733.3822.2231.9730.432.1310～20%未満 20.0211.957.3210.832.029.7217.390.0020～30%未満 11.973.280.612.640.002.308.700.0030～40%未満 4.430.960.000.730.000.640.000.0040～50%未満 2.720.190.000.150.000.134.350.0050～60%未満 1.910.000.000.000.000.008.700.0060～70%未満 1.110.000.000.000.000.000.000.0070～80%未満 0.500.000.000.000.000.000.000.0080～90%未満 0.000.000.000.000.000.000.000.0090～100%未満 0.800.000.000.000.000.000.000.00100%以上 100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00計

　注：財政調整基金残高の標準財政規模に対する比率。単位：％

図表９ （a）．地方自治体区分別財政調整基金比率の分布（2008年度）

町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.000.000.000.001.050.140.000.00０% 0.120.000.000.001.050.140.0012.77０～１%未満 0.842.985.763.6117.895.540.0057.45１～５%未満 4.0612.1321.5814.2927.3716.050.0027.66５～10%未満 16.1130.6452.5235.6344.2136.7934.782.1310～20%未満 20.4128.9414.3925.628.4223.3030.430.0020～30%未満 18.8514.264.3211.990.0010.3717.390.0030～40%未満 13.255.741.444.760.004.124.350.0040～50%未満 8.593.190.002.460.002.130.000.0050～60%未満 5.731.060.000.820.000.714.350.0060～70%未満 3.700.430.000.330.000.280.000.0070～80%未満 1.910.210.000.160.000.144.350.0080～90%未満 1.430.430.000.330.000.280.000.0090～100%未満 5.010.000.000.000.000.004.350.00100%以上 100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00計

図表９ （b）．地方自治体区分別財政調整基金比率の分布（2016年度）
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４．まとめと課題　本稿では，中期（３年度）の財政運営を仮定し，財政調整基金残高の差分の３年度合計から，標準財政規模比での財政調整基金の合理的な保有水準を分析した。分析結果は以下の通りである。　都道府県では，財政調整基金残高が標準財政規模の５％以上減少する確率が0.1％程度であるが，それ以上保有している団体は，2008年度の2.1％（２団体）から拡大し，2016年度では29.8％（14団体）が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　東京特別区では，標準財政規模の10％以上減少する確率が２％未満程度であり，10％以上保有している団体は，2008年度の69.6％（16団体）から拡大し，2016年度ではすべての区が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　都市では，10％以上減少する確率が２％未満程度であるが，10％以上保有している団体は，
2008年度の44.8％から拡大し，2016年度では78.1％が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。政令市・中核市・特例市では，一般市に比べて低く，2016年度では52.6％が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。一般市は10万人超都市の
72.7％，10万人未満都市の84.9％が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　町村は，都道府県や市区と比べて，財政調整基金残高の減少幅が大きく，10％以上取り崩される確率が５％未満程度であるが，10％以上保有している団体は，2008年度の43.5％から拡大し，2016年度では町村の78.9％が合理的水準以上に財政調整基金を保有している可能性がある。　このように，財政調整基金に関する過去20年程度の財政運営の結果から，３年程度の中期的な財政運営を考えた場合，仮に１～２％程度しか発生しない財政リスクに備えるとした場合でも，都道府県では標準財政規模の５％未満，都市では10%未満，町村では20％未満の財政調整基金残高で対応できること，また，５％程度のリスクに対応できるように備えるとしても，町村の場合でも標準財政規模の10％程度の財政調整基金残高があれば，対応可能と考えることができる20。 　しかしながら，本稿の予備的分析からは，2016年度においては，都道府県の30％程度，東京特別区のすべて，都市の80％弱，町村も同様に80％弱程度が合理的水準以上に，財政調整基金を保有している可能性が示された。　上述のように，財政調整基金のほとんどが流動性の高い現金や預金で保有されている。本稿が示したように，財政調整基金残高が合理的な水準以上に過大であれば，国民経済的観点から
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 20 総務省自治財政局（2017）によれば，「標準財政規模の一定割合」を積立てると回答した団体（都道府県14団体，市町村376団体）のうち，都道府県では「５％以下」が10団体,「５％超10％以下」が４団体，市町村では「５％超10％以下」が147団体,「10％超20％以下」が142団体であった。最頻値でいえば，都道府県は「５％以下」，市町村は「５％超10％以下」である。



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察みて，多くの機会損失がもたらされている可能性がある。もしこの過度な積み増しが，将来の予算制約の回避志向やリスク回避志向が過度に増大したためであるならば，財政運営の持続可能性についての明確な見通しを各自治体が持つことができるような対策が不可欠であり，たとえば，地方財政制度の持続可能性を高めることが，資源配分の効率性を高める方法の一つである21。　最後に，本稿にはいくつかの課題が残されている。財政調整基金の取崩しや残高の変化の大きさは，各自治体が保有する財政調整基金残高の水準に依存するはずであるが，本稿の分析はこれを十分にコントロールできていない。また，これらは同様に，経済状況や国の地方財政対策の影響を受ける可能性があるが，これらの影響についても十分に把握されていない。したがって，経済状況の変化や政策等が財政調整基金残高の取崩しや残高の変化に与える影響等を予測することができない。さらに，財政調整基金とその他の特定目的基金との関係や，財政調整基金と代替財源である実質収支額との関係等を明らかにすべきである。
77

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 21 地方財政計画において，臨時財政対策債が2001年度以降毎年度発行され，好況期においても大規模な地方財政対策が行われ続けている。
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町村都市特別区都道府県年度 10万人未満10万人超特例市中核市政令市 2,5644481960121223471996 2,5624501910171223471997 2,5624501870211223471998 2,5584511830251223471999 2,55744217910271223472000 2,55144515730281223472001 2,53744814837301223472002 2,44346313939351323472003 1,78948915540351323472004 1,04451417339371423472005 1,02252017139371523472006 1,01052116644351723472007 99452016443391723472008 94151916741411823472009 94151716941401923472010 93252016740411923472011 93052216640412023472012 92952316540422023472013 92852316440432023472014 92853015639452023472015 92753115636482023472016　注：図表１のサンプルサイズ。

補表１．地方自治体区分別自治体数補表

町村非合併都市特別区都道府県年度 2,564667001996 2,562669001997 2,562669001998 2,558669011999 2,557667022000 2,551666052001 2,535665292002 2,4366547342003 1,721549681822004 8873791573972005 8653781574032006 8523771584052007 8363681584142008 7803611614242009 6973331523662010 6883321523682011 6873341523682012 6873351523682013 6863351523682014 6863351523682015 6863321523722016　注：図表２のサンプルサイズ。

補表２．合併団体・非合併団体数
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最大値最小値標準偏差平均値団体数高齢化率年度

73.00.49.212.78810%台

2010

都市

67.40.09.013.146520％台

54.00.010.216.013630％台

35.50.010.915.31040％以上

42.31.69.017.42410%台

2015
89.90.410.716.838620％台

82.70.013.422.827130％台

94.89.418.334.82240％以上

200.23.737.535.16910%台

2010

町村

140.50.020.726.932920％台

101.80.016.026.735630％台

111.35.422.835.59440％以上

257.77.372.867.02010%台

2015
277.84.231.137.621620％台

191.41.025.137.141430％台

195.66.630.348.718840％以上

注：図表３の詳細。

補表３．財政調整基金比率と高齢化率との関係についての記述統計量
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財政力指数年度 1.1－1.0－0.9－0.8－0.7－0.6－0.5－0.4－0.3-0.2－0.1－0－ 936278111156230277376421657694761996 835788118154226288364431659684791997 784890123153241281369436656676801998 644373133153233284375450655691741999 583660135140239280379458655708782000 572958139141240280384463659701712001 612969135150250288377464673665502002 693274140163251300364452664588342003 773878133150235263302379481370142004 80466412812717321122625230420092005 93507512712318021121724828319062006 108597912313217521021323027318462007 112658013414217519320221426918462008 1106181127129170179206209252192102009 685772110114145144172198255201122010 465368110105152145176204247217172011 293371127103148146180210247224232012 242984121108148147175210250221252013 253087116112152143169213245221282014 273090116117139148176207250218232015 333282124115140153171211251214162016

補表４ （a）．財政力指数別自治体数

　注：図表４の詳細。

補表４ （b）．財政調整基金比率と財政力指数との関係財政力指数年度 1.1－1.0－0.9－0.8－0.7－0.6－0.5－0.4－0.3-0.2－0.1－0－ 20.688.529.5311.9913.4613.6214.3314.8014.6813.2515.2121.081996 20.289.798.7311.7112.6312.9914.4814.5514.3813.1014.5721.361997 19.738.987.9210.8312.0312.1113.4113.8513.9312.6713.7921.121998 21.7510.828.5110.4212.5212.4414.5814.6014.5713.3014.3120.911999 22.7213.868.7611.7412.3713.9915.7615.6715.8014.4715.5621.462000 24.8015.458.9912.0514.5514.8317.2116.6016.8615.7816.9421.282001 24.7712.829.1612.4414.2714.9117.1316.7716.8916.6817.7023.612002 26.8711.8812.0313.2515.8517.1917.5518.2518.7218.1819.5223.662003 24.7312.5211.5412.8914.9215.4616.3416.8617.3516.5820.2828.102004 25.3513.5311.9813.1915.6812.7916.7314.7316.5116.6820.2527.002005 25.0616.8012.2414.3514.7714.0516.2415.1517.1117.3521.5427.642006 24.6112.5813.1412.6212.8914.7715.4214.5617.2416.7122.1123.542007 26.6212.3113.9412.7212.8316.2615.3415.7916.7219.3324.2421.712008 26.6910.5214.3412.9613.5715.2116.9216.8519.0620.9227.2827.162009 32.8414.3915.9715.0514.3917.7220.1921.0521.1323.4432.5836.002010 42.9216.1013.8616.4117.2119.3022.4122.8724.4127.9237.7739.682011 51.5824.7213.6516.9219.1019.4823.8323.9227.2630.5940.0744.482012 56.2929.9315.0417.5219.6121.5724.3125.6328.5633.1644.1150.112013 56.6131.7215.7618.1719.2722.3525.3625.6230.0034.5948.0954.402014 54.6027.0818.2918.4619.2223.3726.3725.9531.4636.6649.4755.022015 44.9324.8818.0618.4619.5623.6926.6326.1032.8838.2653.4355.572016



鷲見英司：財政調整基金の合理的水準に関する予備的考察 81

町村一般市政令市・中核市・特例市都市東京特別区都道府県年度 98.895.386.495.0100.098.01996 98.995.789.695.5100.097.11997 99.196.292.796.1100.098.11998 99.295.593.395.4100.098.21999 99.395.988.795.499.099.12000 99.094.588.693.988.697.42001 98.795.189.494.482.994.82002 98.695.588.994.777.693.02003 98.695.887.494.877.093.12004 97.896.085.894.875.394.82005 97.795.086.794.175.095.42006 97.795.187.494.268.093.22007 97.295.390.694.765.593.42008 97.795.691.395.067.291.82009 97.795.692.995.278.292.72010 97.195.693.895.474.794.22011 96.995.093.094.779.794.42012 96.694.992.594.677.495.22013 96.494.595.394.677.394.32014 96.194.295.294.374.294.02015 95.193.593.393.577.193.82016

補表５ （a）．財政調整基金残高の現金・預金割合の推移

　注：図表５の詳細とサンプルサイズ（自治体数）。財政調整金残高がゼロの自治体を除く。

補表５ （b）．自治体数 町村一般市政令市・中核市・特例市都市東京特別区都道府県年度 2,5586332265522471996 2,5576302865822471997 2,5586263265822451998 2,5556233565822451999 2,5546124765923442000 2,5495916865923452001 2,5315847866223452002 2,4385928567723442003 1,7806318671723432004 1,0446768876423442005 1,0206798976823442006 1,0086759476923452007 9916729776923452008 9406759977423462009 8486009069023462010 8406039069323462011 8396069269823462012 8396069369923472013 8386069470023472014 8386079570223472015 8386099470323472016
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町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 11,1894,4481,3745,8226246,446228343取崩無 9,1381,1495961,7453542,09966458０～１%未満 3,4291,0705041,5742061,7804797１～２%未満 2,5809373561,2931341,4274537２～３%未満 1,839697240937681,005279３～４%未満 1,26349215364544689215４～５%未満 9153338541823441124５～６%未満 6482254426912281101６～７%未満 45113935174618050７～８%未満 3129425119512440８～９%未満 2625786557030９～10%未満 6071242414811498010～15%未満 168214251262015～20%未満 92707070020～25%未満 45202020025～30%未満 12101010030～35%未満 7000000035～40%未満 3000000040～45%未満 3000000045～50%未満 4000000050%以上 32,9679,7963,44813,2441,48314,727478954計　注：図表６のサンプルサイズ（自治体数）。財政調整金残高がゼロの自治体を除く。

補表６．財政調整基金取崩状況別自治体数
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町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 30000000～－50%未満 100000000－50～－40%未満 150000000－40～－30%未満 634040400－30～－20%未満 5203844224460－20～－10%未満 1442032302300－10～－９%未満 1822132422620－９～－８%未満 23839104925130－８～－７%未満 37166137918001－７～－６%未満 5099826124512930－６～－５%未満 71818429213822172－５～－４%未満 1,0592789337113384123－４～－３%未満 1,522484175659477062212－３～－２%未満 2,1617453041,0491211,1702642－２～－１%未満 3,6741,2705761,8463062,15250397－１～０%未満 9,1382,9311,2404,1716464,817117422０～１%未満 3,4291,2954411,7361901,9265746１～２%未満 2,5808972521,149921,2416714２～３%未満 1,83958513772225747355３～４%未満 1,263329633927399247４～５%未満 915186412279236132５～６%未満 648122181402142141６～７%未満 45169118038340７～８%未満 3124304304340８～９%未満 2623323513640９～10%未満 775567631646010～20%未満 137202021020～30%未満 19101011030～40%未満 6000000040～50%未満 4000000050%以上 32,9679,7963,44813,2441,48314,727478954計　注：図表７のサンプルサイズ（自治体数）。財政調整金残高がゼロの自治体を除く。

補表７．財政調整基金差分比率別自治体数
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町村都市東京特別区都道府県 一般市政令・中核・特例市 10万人未満10万人超 0.060.000.000.000.000.000.000.00～－50%未満 0.080.000.000.000.000.000.000.00－50～－40%未満 0.200.000.000.000.000.000.000.00－40～－30%未満 0.690.120.030.090.000.080.230.00－30～－20%未満 3.551.740.841.510.321.371.370.00－20～－10%未満 0.870.550.440.520.130.480.230.00－10～－９%未満 1.100.740.610.700.130.641.370.00－９～－８%未満 1.231.050.640.940.320.870.690.00－８～－７%未満 1.611.581.081.450.571.350.920.11－７～－６%未満 2.181.951.921.940.771.801.140.00－６～－５%未満 2.692.432.082.341.472.241.140.22－５～－４%未満 3.313.354.003.513.573.524.351.23－４～－３%未満 4.224.835.925.115.425.153.433.02－３～－２%未満 5.066.369.187.089.317.344.587.05－２～－１%未満 7.589.4112.4410.1915.8810.868.7037.07－１～０%未満 13.3213.0615.2013.6023.4114.7710.9832.14０～１%未満 6.908.6511.009.2512.449.635.038.06１～２%未満 6.368.069.528.438.868.497.555.15２～３%未満 5.427.017.307.096.447.013.892.46３～４%未満 4.745.775.215.634.085.445.721.68４～５%未満 4.394.663.164.282.814.105.260.78５～６%未満 3.283.732.823.501.283.235.490.45６～７%未満 2.832.951.852.670.892.465.720.22７～８%未満 2.282.461.382.180.571.994.580.11８～９%未満 2.111.901.311.750.451.603.430.00９～10%未満 10.196.892.025.640.705.0610.980.2210～20%未満 2.370.630.070.490.190.451.600.0020～30%未満 0.790.120.000.090.000.081.140.0030～40%未満 0.320.000.000.000.000.000.460.0040～50%未満 0.270.000.000.000.000.000.000.0050%以上 100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00計　注：１．第１列目は，財政調整基金残高差分の標準財政規模比率のレンジ。　　　２．第２列目以降は自治体区別分布。単位：％。ただし，残高がゼロの自治体を除く。　　　３．図表８ （b） の詳細。

補表８．地方自治体区分別財政調整基金差分比率（３年度合計）の分布（1998-2016年度）
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